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現
在
、
わ
た
し
た
ち
の
日
常
生
活
圏

は
ま
す
ま
す
拡
大
し
、
皆
さ
ん
が
必
要

と
す
る
サ
ー
ビ
ス
も
多
様
化
・
高
度
化

し
て
い
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
時
代
の
要
請
に
適
切
に

対
処
す
る
た
め
に
、
市
町
村
は
、
よ
り

一
層
行
政
能
力
の
向
上
や
財
政
基
盤
の

強
化
に
努
め
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

そ
の
た
め
の
手
段
の
一
つ
と
し
て
、
国

や
県
の
支
援
の
も
と
、
全
国
的
に
市
町

村
合
併
が
推
進
さ
れ
て
い
ま
す
。

今
回
の
特
集
で
、
国
や
県
の
考
え
を

知
り
、
市
町
村
合
併
に
関
す
る
知
識
を

深
め
な
が
ら
、
こ
れ
か
ら
の
ま
ち
づ
く

り
に
つ
い
て
考
え
て
い
た
だ
き
た
い
と

思
い
ま
す
。

安城市の誕生と市域の拡大 安城市の誕生と市域の拡大 

昭和の大合併 昭和の大合併 

　昭和２７年（19 

52年）５月５日、

碧海郡安城町か

ら安城市になり

ました。そのこ

ろの人口は約３

万8000人、世帯

数は約7000世帯。

市としては、全

国で278番目､愛

知県で13番目で

した。その後、 

左の図のように 

昭和30年に明治 

村・依佐美村の一部を合併、昭和35年に岡崎市の一部を

編入、さらに昭和42年に桜井町と合併し、市域は86.01平

方キロメートルと大きくなりました。現在の人口は約16

万4000人、世帯数は約５万5700世帯と発展してきました。

※平成元年11月10日に建設省国土地理院の公示により、 

市域が85.67平方キロメートルから86.01平方キロメート 

ルに変更されました。 

　戦後、町村の行政規模がきわめて小さく、行財政能力

も乏しい町村が多かったので、新たな事務を円滑に行う

ための体制の整備が急務となりました。そこで、昭和28

年に「町村合併促進法」が制定され、全国一律に人口80 

00人を標準として町村合併を進めることとなりました。 

　これにより、昭和28年に9868あった市町村の数が、昭

和36年には3472に減少しました。これを「昭和の大合併｣

と呼んでいます。 

　この流れの中で、安城でも下記のとおり合併や編入を

行い、今日に至っています。 

旧依佐美村の一部 
昭和３０年４月 
１日合併 
９．８９� 岡崎市の 

一部 
昭和３５年 
１月１日 
編入３．３．１２１２� 

岡崎市の 
一部 
昭和３５年 
１月１日 
編入３．１２� 

旧安城市 
昭和２７年５月 
５日市制施行 
３９．９５� 

旧桜井町 
昭和４２年 
４月１日合併 
１７．４３� 

　　　旧明治村の 
　　　一部 
　　昭和３０年 
４月１日合併 
１５．２８� 

問い合わせ�企画政策課 

み
ん
な
で
考
え
よ
う
！

み
ん
な
で
考
え
よ
う
！ 

　
市
町
村
合
併

　
市
町
村
合
併 

み
ん
な
で
考
え
よ
う
！ 

　
市
町
村
合
併 

特
集 
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１
　
地
方
分
権
の
推
進

地
方
分
権
は
、
住
民
に
身
近
な
行
政
の
権
限

を
で
き
る
限
り
地
方
自
治
体
に
移
し
、
地
域
の

創
意
工
夫
に
よ
る
行
政
運
営
を
推
進
で
き
る
よ

う
に
す
る
た
め
の
取
り
組
み
で
す
。
こ
れ
を
円

滑
に
進
め
る
た
め
に
は
、
地
方
自
治
体
に
も
行

財
政
基
盤
を
強
化
す
る
た
め
の
努
力
が
求
め
ら

れ
て
い
ま
す
。

２
　
高
齢
化
へ
の
対
応

今
後
、
各
地
域
で
高
齢
化
が
一
層
進
展
し
、

高
齢
者
へ
の
福
祉
サ
ー
ビ
ス
が
ま
す
ま
す
大
き

な
課
題
と
な
っ
て
き
ま
す
。
と
り
わ
け
高
齢
化

の
著
し
い
市
町
村
に
は
、
財
政
的
な
負
担
や
高

齢
者
を
支
え
る
マ
ン
パ
ワ
ー
の
確
保
が
心
配
さ

れ
て
い
ま
す
。

３
　
住
民
ニ
ー
ズ
へ
の
対
応

住
民
の
価
値
観
の
多
様
化
、
技
術
革
新
の
進

展
な
ど
に
伴
い
、
住
民
が
求
め
る
サ
ー
ビ
ス
も

多
様
化
し
、
高
度
化
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
に
対

応
す
る
た
め
、
専
門
的
で
高
度
な
能
力
を
有
す

る
職
員
の
育
成
・
確
保
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

４
　
生
活
圏
の
広
域
化
へ
の
対
応

交
通
網
の
発
達
な
ど
に
よ
り
日
常
の
生
活
圏

が
拡
大
し
、
こ
れ
に
伴
い
行
政
も
広
域
的
に
対

応
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
都
市
近
郊

で
は
市
町
村
の
区
域
を
越
え
て
市
街
地
が
連
続

し
て
お
り
、
よ
り
広
い
観
点
か
ら
一
体
的
な
ま

ち
づ
く
り
を
進
め
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま

す
。

５
　
効
率
性
の
向
上

厳
し
い
財
政
状
況
の
な
か
で
、
よ
り
効
率
的

な
行
政
運
営
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
と
り
わ

け
、
隣
接
市
町
村
で
の
類
似
施
設
の
建
設
に
は

批
判
が
あ
り
ま
す
。

な
お
、
平
成
17
年
３
月
ま
で
に
合
併
し
た
場

合
は
、
国
の
様
々
な
財
政
支
援
が
あ
り
ま
す
。

１
　
合
併
に
よ
っ
て
大
き
な
市
に
な
る
こ
と
に

よ
り
、
住
民
一
人
ひ
と
り
の
声
が
届
き
に
く
く

な
る
。

２
　
合
併
後
の
中
心
部
と
周
辺
部
に
お
い
て
地

域
格
差
が
生
じ
る
。

３
　
市
役
所
が
遠
く
な
り
、
住
民
票
の
交
付
な

ど
が
受
け
に
く
く
な
る
。

４
　
合
併
後
の
新
市
の
一
体
性
確
保
の
た
め
、

行
政
サ
ー
ビ
ス
の
水
準
が
低
下
し
た
り
、
公
共

料
金
が
高
く
な
っ
た
り
す
る
可
能
性
が
あ
る
。

５
　
財
政
状
況
に
差
が
あ
る
市
町
村
の
合
併
は
、

財
政
状
況
の
良
い
市
町
村
に
と
っ
て
不
利
に
な

る
。

６
　
人
口
30
万
人
以
上
の
政
令
で
定
め
る
市
に

な
る
と
、
市
内
の
す
べ
て
の
事
業
所
用
家
屋
の

床
面
積
の
合
計
が
１
０
０
０
平
方
メ
ー
ト
ル
を

超
え
る
事
業
所
、
市
内
の
す
べ
て
の
事
業
所
に

勤
務
す
る
従
業
者
数
の
合
計
が
100
人
を
超
え
る

事
業
所
、
新
・
増
築
し
た
事
業
所
用
家
屋
の
床

面
積
の
合
計
が
２
０
０
０
平
方
メ
ー
ト
ル
を
超

え
る
事
業
所
に
は
、
新
た
に
事
業
所
税
が
課
税

さ
れ
る
。

こ
の
ほ
か
に
も
、
住
所
な
ど
が
変
わ
る
こ
と

に
よ
る
手
続
き
が
必
要
に
な
る
こ
と
、
新
た
な

公
共
施
設
の
建
設
な
ど
に
よ
り
一
時
的
に
事
業

費
が
膨
ら
む
恐
れ
が
あ
る
こ
と
、
歴
史
や
伝
統

な
ど
に
よ
っ
て
作
ら
れ
た
地
域
の
個
性
が
失
わ

れ
る
こ
と
な
ど
が
あ
げ
ら
れ
ま
す
。

国
が
掲
げ
る
合
併
の
理
由

一
般
的
な
合
併
の
問
題
点

様々な課題への対応が必要です 様々な課題への対応が必要です 
�地方分権の時代にあって、市町村は自らの責任によっ
て、政策を選択・決定し、住民に身近な問題を解決しな
ければなりません。 
�介護・福祉、保健・医療、環境問題や情報化など様々
な行政ニーズに対応するため、より専門的な知識や技術
を持つ職員が必要となります。 

行政サービスの向上が期待できます 行政サービスの向上が期待できます 
�市町村合併によって、重複する行政部門がスリム化さ
れ、効率的に専門性の高い職員を配置して、多様化する
行政ニーズに即した対応をすることができます。 
�合併に伴い特例市や中核市への移行がなされれば、国
や県の権限が委譲され、地域に密着した総合的なサービ
スの提供が可能となります。また、地域のイメージアッ
プによって、企業の進出や重要なプロジェクトの誘致な
どで、地域の活力が強化されることも期待できます。 

合併によって 合併によって 

日常社会生活圏が拡大しています 日常社会生活圏が拡大しています 
�交通情報通信手段の発
達や経済活動の高度化に
伴い、住民の日常社会生
活圏は、既存の市町村の
区域を越えてますます拡
大しています。 

生活に応じた行政サービスの 
提供ができます 
生活に応じた行政サービスの 
提供ができます 

�生活にあった地域で、
学校などの公共施設を利
用することができます。 
�類似の施設を統合して、
より高度なサービスを受
けることができます。 

合併によって 合併によって 

どうして市町村合併って必要なんだろう どうして市町村合併って必要なんだろう 抜粋「そこに住む人がまちをつくる」 

（編集：県総務部市町村課） 
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現
在
、
県
で
は
、
市
町
村
や
住
民
に
よ
る
市

町
村
の
あ
り
方
、
市
町
村
合
併
に
関
す
る
議
論

を
喚
起
し
な
が
ら
、
市
町
村
合
併
の
推
進
を
図

っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、「
愛
知
県
市
町
村
合
併
支

援
本
部
」
を
設
置
し
、「
平
成
13
年
度
愛
知
県
市

町
村
合
併
支
援
方
針
」
を
と
り
ま
と
め
て
県
内

各
地
域
に
お
け
る
市
町
村
合
併
に
関
す
る
自
主

的
な
取
り
組
み
を
支
援
し
て
い
ま
す
。

さ
て
、
わ
た
し
た
ち
が
住
む
衣
浦
東
部
地
域

（
安
城
市
、
碧
南
市
、
刈
谷
市
、
知
立
市
及
び

高
浜
市
の
５
市
の
区
域
）
は
、
お
お
む
ね
旧
碧

海
郡
の
区
域
で
歴
史
的
・
経
済
的
に
つ
な
が
り

が
深
い
こ
と
も
あ
り
、
以
前
か
ら
５
市
合
併
の

話
題
が
あ
り
ま
し
た
。

し
か
し
、
衣
浦
東
部
５
市
の
合
併
に
つ
い
て

は
、
合
併
す
る
か
し
な
い
か
を
含
め
て
、
決
定

し
て
い
る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。
こ
れ
か
ら
、

市
民
の
皆
さ
ん
と
と
も
に
、
将
来
の
ま
ち
づ
く

り
に
つ
い
て
考
え
て
い
こ
う
と
し
て
い
る
段
階

で
す
。

市
町
村
合
併
は
、
行
政
主
導
で
進
め
る
も
の

で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
ふ
る
さ
と
の
ま
ち
安
城
を

将
来
ど
の
よ
う
な
ま
ち
に
す
る
べ
き
な
の
か
、

子
ど
も
た
ち
や
そ
の
ま
た
子
ど
も
た
ち
の
た
め

に
も
、
皆
さ
ん
自
身
が
し
っ
か
り
と
考
え
て
み

て
く
だ
さ
い
。

市民アンケートを行います 市民アンケートを行います 
　合併に関する市政運営の資料とするため、市

民アンケートを行います。無作為に選んだ２０歳

以上の市内在住の５０００人を対象に、３月末に調

査票を発送しますのでご協力をお願いします。

なお、結果は本紙で公表します。 

　また、電子メール（info@city.anjo.aichi. 

jp）でもご意見を募集しています。 

衣浦東部�市の概要衣浦東部�市の概要 衣浦東部�市の概要 

刈谷市 
�１３２，０５４人 
�４８，９４１世帯 
�５０．４５� 
�９５９人 
�４２４億円 

高浜市 
�３８，１２７人 
�１２，５６３世帯 
�１３．００� 
�２９８人 
�１２０億円 

知立市 
�６２，５８７人 
�２３，０８４世帯 
�１６．３４� 
�４７３人 
�１６８億円 

安城市 
�１５８，８２４人 
�５３，１２７世帯 
�８６．０１� 
�１，０９４人 
�５０５億円 

碧南市 
�６７，８１４人 
�２１，１７６世帯 
�３５．８６� 
�５６７人 
�３０５億円 

�人口（Ｈ１２国勢調査） 

�世帯数（Ｈ１２国勢調査） 

�面積 

�職員数（Ｈ１３．４．１現在、普通会計ベース） 

�歳出総額（Ｈ１２普通会計ベース） 

459,406人 

158,891世帯 

201.66� 

3,391人 

1,522億円 

衣浦東部５市の合計 

◆
◆
◆
安
城
の
未
来
を
決
め
る
の
は
皆
さ
ん
で
す
◆
◆
◆


